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証券コード　6947
平成29年６月９日

株 主 各 位
横浜市都筑区荏田東二丁目25番１号

株 式 会 社 図 研
代表取締役社長 金 子 真 人

第41回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第41回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）

午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 横浜市都筑区荏田東二丁目25番１号

本社・中央研究所１階　図研ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第41期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事
業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第41期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項

議　　　案 剰余金の処分の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.zuken.co.jp）に掲載させていただきます。
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株主各位



2017/05/25 23:04:40 / 16267209_株式会社図研_招集通知

（添付書類）

第 41 期 事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果

(1) 当連結会計年度の事業の概要

当連結会計年度の経済環境は、国内外において、ゆるやかな回復基調

が続いたものの、英国のＥＵ離脱問題や米国の政権交代などから、先行

き不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主要なお客さまであるエレクトロニクス製造業、自動

車関連・産業機器製造業におきましては、設備投資に改善の動きが見ら

れたものの、景気動向の不確実性の高まりから、総じて投資に慎重な姿

勢が続きました。

このような中にあって、当社グループは、世界のモノづくり企業に向

けて 適なソリューションを提供していく「真のグローバルカンパニ

ー」を目指し、製品の開発・販売およびサービスの提供を積極的に行っ

てまいりました。当連結会計年度の主な取り組みは、次のとおりであり

ます。

①　電気設計システムの分野

主力の電気設計システム「CR-8000 Design Force」およびワイヤハ

ーネスの設計システム「E3.series」につきまして、導入までに長期間

を要する欧米の自動車・航空機・半導体関連の大手企業に向けて販売

を強化し、着実に成果に結びつけてまいりました。また、自動車関連

製造業の市場に向けて、製品の競争力を左右することとなる企画・構

想段階の設計を支援するシステム「Architecture Planner」の販売を

開始いたしました。

開発面では、「CR-8000 Design Force」と 先端の解析ツールとの

密接な連携を図りました。これにより、コンピュータ上で設計データ

を容易に検証できることとなり、より効率的な設計環境を実現いたし

ました。
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②　設計データマネジメントの分野

設計データ管理システム「DS-2」につきましては、主力の電気設計

システムのみならず、ワイヤハーネスの設計システムや他社製の電気

設計システムで作成されたデータにも対応できるよう開発を進めてま

いりました。これは、モノづくり企業において、製品開発に多くの技

術者が関わっていることから、設計データの効率的な活用が必要不可

欠となってきており、こうしたニーズに応え、様々な設計システムに

この「DS-2」の導入を推進するためであります。これにより、米国シ

リコンバレーにおいて、他社製の設計システムを使用しているグロー

バル企業に「DS-2」が採用されるなど、今後の拡販につながる大きな

成果を出すことができました。

また、製品情報の管理システム「PreSight visual BOM」につきまし

ては、製造コストや調達スケジュール等の情報を設計段階で活用でき

るように、生産管理システムとの連携を強化いたしました。

③　その他の分野

インターネットのクラウド上に置かれるデータが急速に増加してい

ることから、ネットワークセキュリティ関連の売上が順調に拡大し、

また、モノづくり企業の技術者不足を背景に、技術者派遣や解析・検

証などのサービスも堅調に推移いたしました。

(2) 当連結会計年度の業績

①　連結業績

売 上 高：221億９千９百万円(前期比   1.1％増)

経 常 利 益： 15億７千１百万円(前期比 109.2％増)

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
： 12億６百万円　　(前期比 345.1％増)

以上の取り組みにより、当連結会計年度の売上高は、円高に伴い海外

の売上が円換算で縮小したものの、前期を上回る結果となりました。こ

れは、欧米においてワイヤハーネスの設計システム「E3.series」や設計

データ管理システム「DS-2」の販売が堅調に推移し、また、国内におい

てネットワークセキュリティ関連の売上が増加したことによるものです。

－ 3 －

事業の経過およびその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況



2017/05/25 23:04:40 / 16267209_株式会社図研_招集通知

また、利益面につきましては、為替差損１億４千５百万円が発生した

ものの、売上高の増加に加え、グループ会社において収益の改善が進ん

だことから、大幅な増益となりました。

製品区分別売上高につきましては、以下のとおりであります。

②　製品区分別売上高

基板設計ソリューション：36億９千９百万円（前期比  6.1％減)

回 路 設 計 ・ Ｉ Ｃ

ソ リ ュ ー シ ョ ン
：44億９千７百万円（前期比  1.1％減)

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン：47億１百万円　　（前期比  5.1％増)

クライアントサービス：92億９千２百万円（前期比  3.4％増)

基 板 設 計
ソリューション
の 主 な 製 品

CR-8000 Design Force

CR-8000 DFM Center

CR-5000 Board Designer

回路設計・ＩＣ
ソリューション
の 主 な 製 品

CR-8000 Design Gateway

CR-8000 System Planner

Architecture Planner

E3.series

Cabling Designer

Harness Designer

CR-5000 System Designer

ＩＴソリューシ
ョンの主な製品

プ　リ　サ　イ　ト

PreSight 
ビ ジ ュ ア ル

visual 
ボ　ム

BOM

DS-2

DS-2 
エ ク ス プ レ ッ ソ

Expresso

２．設備投資等の状況

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は３億８千万円であり、

そのうち主要なものは研究開発用設備の購入等であります。

３．資金調達の状況

該当事項はありません。
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４．対処すべき課題

今後の経済環境につきましては、新興国の成長減速や米国の金融政策の動

向など、先行きの不透明感がますます高まっていくものと思われます。

一方で、「IoT（Internet of Things）」が様々な製品のネットワーク化を

進め、また、人工知能が長足の進歩を遂げており、当社グループがソフトウ

ェア技術を活用して取り組むべき事業領域は、今後とも拡大していくことが

見込まれます。

このような中にあって、当社グループは、既存の製品群にとらわれること

なく、お客さまが抱える課題に真正面から取り組み、付加価値の高いソリュ

ーションを提供していくことにより、モノづくり企業における設計・製造の

効率化を支援してまいります。

このために、当社グループの対処すべき課題は、以下のとおりであります。

①　電気設計システムの機能拡充と拡販

エレクトロニクス製造業の市場に向けて、電気設計システム　

「CR-8000」シリーズの機能をさらに拡充し、引き続き世界の市場に向けて

積極的に販売してまいります。自動車関連・産業機器製造業の市場では、

製品の電子制御、電装化がより一層進んでいくと見込まれることから、電

装品をつなぐワイヤハーネスの設計システムの機能を高めるとともに、製

品の企画・構想段階を支援する設計システムの販売にも注力してまいりま

す。

②　設計データマネジメント分野における開発の加速

モノづくりにおける製品の電装化、複雑化に伴い、多数の技術者が設計

に関わっていることから、設計データを管理し、活用することは、今日の

モノづくりの重要な課題となっております。これに対し、設計データを管

理するインフラシステム「DS-2」を多様な設計システムに対応させ、この

製品が設計データのマネジメント分野における事実上の標準システムとな

ることを目指し、開発を加速させてまいります。

以上の取り組みにより、当社グループは、お客さまのモノづくりに貢献す

る革新的なソリューションを提供し、さらなる企業価値の向上に努めてまい

ります。

－ 5 －
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５．財産および損益の状況の推移

(1) 企業集団の財産および損益の状況の推移

区分
第38期

（平成25年度）
第39期

（平成26年度）
第40期

（平成27年度）

第41期
(当連結会計年度)
（平成28年度）

売 上 高(千円) 19,772,854 21,297,830 21,952,240 22,199,168

経常利益(千円) 848,041 1,166,442 751,263 1,571,721

親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

466,973 509,705 270,933 1,206,037

１株当たり当期純利益 20円08銭 21円92銭 11円65銭 51円87銭

総 資 産(千円) 38,846,177 40,463,672 39,068,011 40,530,693

純 資 産(千円) 27,680,156 28,377,065 28,479,008 28,535,829

１株当たり純資産 1,173円84銭 1,201円59銭 1,205円17銭 1,208円84銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は期末発行済

株式総数により算出しております。なお、それぞれ自己株式数を控除した株式数によって

算出しております。

(2) 当社の財産および損益の状況の推移

区分
第38期

（平成25年度）
第39期

（平成26年度）
第40期

（平成27年度）

第41期
（当事業年度）
（平成28年度）

売 上 高(千円) 9,372,479 10,567,902 10,575,169 9,670,525

経常利益(千円) 751,374 1,610,498 847,670 917,703

当期純利益(千円) 526,216 1,047,695 474,766 1,021,649

１株当たり当期純利益 22円63銭 45円06銭 20円42銭 43円94銭

総 資 産(千円) 31,048,858 32,970,887 32,440,186 33,120,275

純 資 産(千円) 26,594,219 27,769,887 27,407,992 28,281,805

１株当たり純資産 1,143円72銭 1,194円34銭 1,178円79銭 1,216円40銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は期末発行済

株式総数により算出しております。なお、それぞれ自己株式数を控除した株式数によって

算出しております。
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６．重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ズケン・ユーエスエー In c . 9,000千米ドル 100.00％
回路設計・ＩＣソリュ
ーション等の販売

ズ 　 ケ 　 ン 　 G m b H 639千ユーロ 100.00
基板設計ソリューショ
ン等の開発・製造・販
売

ズ 　 ケ 　 ン 　 L t d . 17,197千英ポンド (100.00)
基板設計ソリューショ
ン等の開発・製造・販
売

図 研 テ ッ ク ㈱ 147,700千円 100.00
基板設計・製造業務に
関するサポート・サー
ビス

図研ネットウエイブ㈱ 150,000千円 86.16
ＩＴソリューション等
の開発・販売・コンサ
ルティング

（注）１．当社の議決権比率において（　）にて記載しているものは、子会社を通じて間接所有

しているものであります。

２．子会社は、上記の重要な子会社５社を含む22社（非連結子会社２社を含む）でありま

す。

３．図研テック株式会社は、平成28年12月１日をもって株式会社ジィーサスより社名変更

しております。

４．図研ネットウエイブ株式会社は、事業規模の拡大により重要性が増したため、当連結

会計年度より重要な子会社といたしました。

５．前連結会計年度まで記載しておりました図研エルミック株式会社は、平成28年８月　

１日をもって減資により資本金の額が1,202,036千円から500,000千円に減少したため、

当連結会計年度より、重要な子会社から除外しております。

－ 7 －

重要な子会社の状況
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７．主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

当社グループは、エレクトロニクス製造業、自動車関連・産業機器製造業

の分野を中心にモノづくり企業における設計・製造の効率化に関するソリュ

ーションの提供を主要な事業内容としており、具体的内容は下記のとおりで

あります。

①　コンピュータを利用した自動設計、検証、解析、自動製造システムなど

の開発、販売、サポート。

②　技術情報データベースとネットワークに関するソリューションの開発､ 

販売、サポート。

③　設計・製造インフラの構築、コンサルティングおよびこれに関するサー

ビスの提供。

８．主要な事業所（平成29年３月31日現在）

(1) 当社

名 称 所 在 地

本 社 ・ 中 央 研 究 所 横 浜 市　都筑区

セ ン タ ー 南 ビ ル 横 浜 市　都筑区

新 横 浜 ビ ル 横 浜 市　港北区

関 西 支 社 大 阪 市　北区

名 古 屋 支 社 名古屋市　中区

Zuken SOZO（創造）Center California, U.S.A.

(2) 子会社

名 称 所 在 地

ズケン・ユーエスエー Inc. Massachusetts, U.S.A.

ズ 　 ケ 　 ン 　 G m b H Munich, Germany

ズ 　 ケ 　 ン 　 L t d . Bristol, U.K.

図 研 テ ッ ク ㈱ 横 浜 市　港北区

図 研 ネ ッ ト ウ エ イ ブ ㈱ 横 浜 市　港北区

－ 8 －
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９．従業員の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 企業集団の従業員の状況

従業員数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,197（79）名 25名減（５名増）

（注）従業員数は就業人員であり、当連結会計年度の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載

しております。

(2) 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年令 平均勤続年数

409（38）名 44名減（１名減） 42.1才 15.9年

（注）従業員数は就業人員であり、当事業年度の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載して

おります。

10．主要な借入先（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。

11．重要な企業再編等の状況

平成28年４月１日を効力発生日として、当社は会社分割によりプリサイト

事業部を分社化し、株式会社図研プリサイトといたしました。

－ 9 －
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Ⅱ　会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）

１．発行可能株式総数 86,525,700株

２．発行済株式の総数 23,267,169株

３．株主数 9,044名

４．大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

金 子 真 人 4,500千株 19.35％

金 子 真 人 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 3,240 13.93

G O L D M A N ,  S A C H S  &  C O . R E G 1,205 5.18

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 723 3.11

和 　 田 　 扶 佐 夫 690 2.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 635 2.73

BBH(LUX) FOR FIDELITY FUNDS PACIFIC FUND 609 2.62

金 　 子 　 み ね 子 580 2.49

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 495 2.12

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 0 6 3 4 361 1.55

（注）持株比率は自己株式（16,715株）を控除して計算しております。
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Ⅲ　会社役員に関する事項

１．取締役および監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 金 子 真 人 高経営責任者（ＣＥＯ）

代表取締役副社長 勝 部 迅 也 高執行責任者（ＣＯＯ）

常 務 取 締 役 仮 屋 和 浩 ＥＤＡ事業部長

常 務 取 締 役 相 馬 粛 一 管理本部長

取 締 役 大 澤 岳 夫 ＥＤＡ事業部営業統括部長

取 締 役 早乙女　幸　一 オートモーティブ＆マシナリー事業部長

取 締 役 佐 野 高 志 公認会計士（佐野公認会計士事務所所長）

取 締 役 荒 井 洋 一 弁護士（荒井総合法律事務所所長）

監査役（常勤） 和　田　扶佐夫

監 査 役 尾 崎 　 靖 新宿エヌ・エスビル株式会社代表取締役社長

監 査 役 半 田 高 史 公認会計士（Mazars WB 監査法人 法人代表）

（注）１．取締役　佐野高志、荒井洋一の２氏は、社外取締役であります。また、同２氏につき

ましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。なお、各社外

取締役の兼職先と当社との間には、特別の関係はありません。

２．監査役　尾崎靖、半田高史の２氏は、社外監査役であります。また、同２氏につきま

しては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。なお、各社外監

査役の兼職先と当社との間には、特別の関係はありません。

３．監査役　半田高史氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相

当程度の知見を有しております。

４．嶋内敏博、上野泰生、ゲルハルト・リプスキーの３氏は、平成28年６月29日開催の定

時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたしました。

５．荒井洋一氏は、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって、任期満了に

より監査役を退任いたしました。
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２．取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

９名
（２名）

196,880千円
（8,400千円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

４名
（３名）

17,790千円
（6,750千円）

合　　　　　　　　　　　　計
（ う ち 社 外 役 員 ）

１３名
（５名）

214,670千円
（15,150千円）

（注）１．上記のほか、使用人兼務取締役に対し使用人分給与相当額16,350千円を支給しており

ます。

２．取締役の報酬限度額は、平成26年６月27日開催の第38回定時株主総会において、固定

枠として年額320,000千円以内（うち社外取締役分20,000千円以内、また使用人分給与

は含まない。）、変動枠として前事業年度の連結経常利益の２％以内の額（上限

50,000千円）を設定し、固定枠と変動枠の合計額（ただし、社外取締役に対する報酬

は固定報酬のみ）とすることで決議いただいております。なお、上記支給額には、第

41期に係る変動枠報酬の支給予定額（取締役６名に対し総額31,400千円）が含まれて

おります。

３．監査役の報酬限度額は、平成２年１月30日開催の第13回定時株主総会において、年額

30,000千円以内と決議いただいております。
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３．社外役員に関する事項

主　　な　　活　　動　　状　　況

取締役 佐　野　高　志

[出席状況]

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席いたしま

した。

[発言状況]

会社経営者としての経験、知見および公認会計士としての専門的見

地から、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助

言、提言を適宜行っております。

取締役 荒　井　洋　一

[出席状況]

平成28年６月29日以降に開催された取締役会10回のうち10回に出

席いたしました。

[発言状況]

弁護士としての専門的見地から取締役会の意思決定の妥当性、適正

性を確保するための助言、提言を適宜行っております。

監査役 尾　崎　　　靖

[出席状況]

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会13回の

うち13回に出席いたしました。

[発言状況]

生命保険会社における海外業務および法務・コンプライアンス業務

の経験ならびに企業経営者としての経験、知見に基づき、取締役会

の意思決定に対し、質問、意見を適宜行っております。また、監査

役会において、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事

項の協議等を行っております。

監査役 半　田　高　史

[出席状況]

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会13回の

うち13回に出席いたしました。

[発言状況]

公認会計士としての専門的見地から取締役会の意思決定の妥当

性、適正性を確保するための助言、提言を適宜行っております。ま

た、監査役会において、監査結果についての意見交換、監査に関す

る重要事項の協議等を行っております。
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Ⅳ　会計監査人の状況

１．会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

２．報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 39,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

39,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当

事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち、ズケン・ユーエスエー Inc.、ズケン GmbH、ズケン Ltd.

は、当社の会計監査人以外の監査法人等の監査を受けております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合、監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初の株主総会におい

て、解任した旨およびその理由を報告いたします。

また、会計監査人において適正な監査の遂行が困難であると認められる場

合など、その必要があると判断した場合、監査役会は、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき株主総会の

会議の目的とすることといたします。

－ 14 －

会計監査人の状況



2017/05/25 23:04:40 / 16267209_株式会社図研_招集通知

Ⅴ　会社の体制および方針

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

当社が、取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制（以

下「内部統制」という）の整備に関する基本方針の概要および当該体制の運用

状況の概要は、以下のとおりであります。

１．企業理念・指針

当社は、「健全で活気と品格にあふれる企業文化の確立」を企業理念とす

る。「健全」とは「洗練された高度な技術の保持と、良い財務体質の堅持」

を、「活気」とは「未来を切り拓く若さと、そこから溢れ出るチャレンジマ

インド」を、そして「品格」とは「企業として、また企業人、社会人として

の良識と品行」をいい、これをすべての活動の規範とする。また、変化の激

しい事業環境に迅速かつ機動的に対応し、適法かつ適正で健全性の高い企業

活動を行うことを企業統治の指針とする。当社は、かかる企業理念・指針の

下、内部統制の整備を推進していくものとする。

２．当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

①当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令、定款その他社会

規範に適合するよう、法令等の遵守に向けた体制の整備を推進する。

②企業理念・指針の周知、徹底を図り、 高執行責任者である取締役の統括

の下、総務部門において横断的な取り組みを行うとともに、各部門および

子会社において自己の主管業務に関して体制の整備を行うものとする。

③内部監査部門として社長直属の監査室を設置し、内部監査を定期的に実施

するほか、各種規程・ガイドラインを制定・配布し、社内教育・研修を実

施するなど、公正な職務執行の確保に努めるものとする。

④反社会的勢力に対して組織全体として毅然とした態度で臨み、当該勢力と

の取引関係その他一切の関係を遮断していくものとする。

３．取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

①文書・情報の取り扱いに関する規程・ガイドラインに従い、議事録、稟議

書、契約書、報告書その他取締役の職務の執行にかかる文書・情報を適切

に保存し、管理する。

②保存期間は、文書・情報の種類、重要性に応じて規定された期間とする。

③取締役および監査役は、必要に応じて随時これを閲覧することができるも

のとする。
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４．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社グループの企業活動に伴う損失の危険（以下「リスク」という）を的

確に把握し、その現実化を未然に防止し、またこれが現実化した場合には

適切な措置を講じることができるよう、リスクの管理体制の整備を推進す

る。

② 高執行責任者である取締役の統括の下、各部門および子会社は自己の主

管業務に関わるリスクの管理体制を、また総務部門は横断的なリスクの管

理体制を整備するものとし、リスクの評価、見直しを適宜実施するほか、

各種規程・ガイドラインを制定・配布し、社内教育・研修を実施するなど、

リスク管理の実効性の向上に努めるものとする。

③重大なリスクについては、統括取締役および監査役へ速やかに報告するも

のとする。

５．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

①当社グループの取締役の効率的な職務の執行を確保するよう、経営規模、

事業内容等に応じた適切な組織体制の構築を推進する。

②経営の基本方針や重要事項の審議、決定ならびに取締役の業務執行に対す

る監督は、定時または臨時に開催される取締役会において行い、機動的な

意思決定と厳格な経営監督の実現を図るものとする。

③業務執行に関する責任と権限については、組織・業務分掌および職務権限

に関する規程により明確にし、組織的かつ効率的な事業体制の確立に努め

るものとする。

④事業の進捗状況や業績内容は、取締役会その他の会議体において、担当取

締役、各部門長が定期的に報告し、検討・討議されるものとする。

６．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

①当社の企業理念・指針は、当社グループ各社においても等しくこれを共有、

実践することとする。

②当社グループ全体における業務の適正を確保するよう、当社は、関係会社

の管理に関する規程を制定するとともに、各社の経営規模、事業内容等に

応じた適切な内部統制を各社と協同して整備し、当社グループ全体におけ

る内部統制の整備に努めるものとする。

③当社は、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報等、子会社の取

締役の職務の執行にかかる事項の報告を受けるものとする。
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７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査役会事務局を総務部門に設置し、事務局にて監査役の職務の補助を行

う。

②事務局は、監査役の指示に従って職務の補助を行うものとし、その業務に

関して、事務局員は、取締役、上長等の指揮命令を受けないものとする。

③事務局員の人事異動については監査役会と事前に協議するものとし、補助

業務に関する懲戒については監査役会の事前の承認を得るものとする。

８．監査役への報告に関する体制

①監査役が迅速かつ正確に当社グループの状況を把握できるよう、監査役へ

の報告体制の整備を推進する。

②当社の取締役および使用人ならびに当社グループの取締役、監査役、使用

人およびこれらの者から報告を受けた者（以下「取締役等」という）は、

当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役の職務遂行

に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実、その

他監査役会と取締役との協議により定める報告事項が生じた場合は、これ

を速やかに監査役に報告するものとする。

③監査役は、取締役会その他重要な会議に出席することができ、必要に応じ

て取締役等に対し、経営状況、各事業の進捗状況、業績内容など重要事項

の報告を求めることができるものとする。

④当社は、取締役等が監査役に報告をしたことを理由として不利な取扱いを

行わないものとする。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に

関する事項

当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対して会社法第388条に

基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求にかかる費用等が当該監

査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを負担する

ものとする。
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１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査が実効的に行われるよう、監査の重要性と有用性に対する認識・理解

の浸透に努めるものとする。

②代表取締役との定期的な意見交換や会計監査人および内部監査部門との連

携など監査環境の整備を推進するものとする。

１１．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では法改正や事業環境の変化に伴い各種規程の見直しを行っており、

その内容を取締役会で決議するとともに、使用人に対しては、法令・規程等

に則った業務遂行のための研修や啓蒙活動を実施しております。また、内部

監査部門が、当社および子会社において、法令・規程に適合しているかの内

部監査を実施するとともに、当社の取締役は、子会社からの財務・事業の進

捗状況の報告を受け、必要に応じて説明を求めるなど、当社グループ全体の

業務の適正性を検証しております。

なお、監査役におきましては、取締役会その他の重要な会議に出席すると

ともに、取締役およびその他の使用人からの報告や各取締役にヒアリングを

実施するなど、監査の実効性の向上に努めております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

29,000,814

14,253,644

5,195,460

6,700,000

343,470

407,384

2,124,177

△23,323

11,529,879

6,379,512

2,954,451

44,117

349,488

3,009,821

21,633

1,530,127

790,754

739,373

3,620,238

2,695,806

486,170

453,294

△15,032

流 動 負 債 8,236,184

買 掛 金 823,903

未 払 法 人 税 等 250,629

前 受 金 4,759,402

賞 与 引 当 金 793,761

役 員 賞 与 引 当 金 38,400

事業整理損失引当金 1,518

そ の 他 の 引 当 金 9,047

そ の 他 1,559,521

固 定 負 債 3,758,678

退職給付に係る負債 3,506,552

そ の 他 252,125

負 債 合 計 11,994,863

純 資 産 の 部

株 主 資 本 28,388,676

資 本 金 10,117,065

資 本 剰 余 金 8,657,736

利 益 剰 余 金 9,629,044

自 己 株 式 △15,169

その他の包括利益累計額 △282,628

その他有価証券評価差額金 851,340

為替換算調整勘定 △32,391

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

△1,101,576

非支配株主持分 429,781

純 資 産 合 計 28,535,829

資 産 合 計 40,530,693 負 債 純 資 産 合 計 40,530,693

－ 19 －
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 22,199,168

売 上 原 価 6,434,018

売 上 総 利 益 15,765,150

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,168,911

営 業 利 益 1,596,238

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,939

受 取 配 当 金 24,031

受 取 賃 貸 料 42,383

助 成 金 収 入 14,344

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,475

そ の 他 31,113 122,288

営 業 外 費 用

為 替 差 損 145,260

そ の 他 1,545 146,805

経 常 利 益 1,571,721

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5,648

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,440 12,089

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 4,120

訴 訟 関 連 損 失 89,154

事 業 整 理 損 57,791 151,065

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,432,745

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 345,986

法 人 税 等 調 整 額 △92,993

当 期 純 利 益 1,179,751

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 26,285

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,206,037

－ 20 －
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 10,117,065 8,657,753 8,888,024 △14,678 27,648,164

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △465,017 － △465,017

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 1,206,037 － 1,206,037

そ の 他 － △16 － － △16

自 己 株 式 の 取 得 － － － △491 △491

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － △16 741,019 △491 740,511

当 期 末 残 高 10,117,065 8,657,736 9,629,044 △15,169 28,388,676

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 533,667 48,758 △209,334 373,091 457,752 28,479,008

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △465,017

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 1,206,037

そ の 他 － － － － － △16

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △491

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

317,672 △81,150 △892,242 △655,720 △27,970 △683,690

当 期 変 動 額 合 計 317,672 △81,150 △892,242 △655,720 △27,970 56,821

当 期 末 残 高 851,340 △32,391 △1,101,576 △282,628 429,781 28,535,829

－ 21 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数……………………20社

主要な連結子会社の名称は、事業報告の重要な子会社の状況に記載しているため、省略

しております。

②　主要な非連結子会社の名称

ズケン・ブレーメンGmbH & Co.KG、他１社

非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算

書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から

除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の非連結子会社数…………１社

（会社名 ズケン・ブレーメンGmbH & Co.KG）

②　持分法を適用していない非連結子会社数…… １社（会社名 ズケン・ブレーメン

・フェアヴァルトゥングスGmbH）

ズケン・ブレーメン・フェアヴァルトゥングスGmbH

は、小規模であり、当期純利益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、持

分法の適用範囲から除外しております。

③　ズケン・ブレーメンGmbH & Co.KGは、決算日が連結決算日と異なるため、連結決算日現

在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ズケン・コリアInc.、ズケン・シンガポールPte.Ltd.、台湾図研股份

有限公司の決算日は２月末日であり、図研上海技術開発有限公司、他１社の決算日は12月

末日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、各連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しており

ます。ただし、決算日が連結決算日と異なる上記５社については、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引について、連結上必要な調整を行っております。

－ 22 －
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(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品……………………………主として移動平均法による原価法

製品・仕掛品…………………当社及び主な連結子会社は個別法による原価法、一部の

連結子会社は総平均法による原価法

原材料…………………………当社は移動平均法による原価法、主な連結子会社は個別

法による原価法

貯蔵品…………………………当社及び主な連結子会社は 終仕入原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備

は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用し、海外連結子会社は主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～60年

工具、器具及び備品 ２年～20年

無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社のソフトウェアについては、市場販売目的のものは販売開始

後の有効期間（３年以内）に基づく定額法、自社利用目的のものは社内における利用

可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。

その他の無形固定資産については、定額法によっております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

－ 23 －
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③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

役員賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

事業整理損失引当金

事業の整理・合理化に伴う損失に備えるため、支払見込額に基づき計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してお

ります。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生額について５年間の定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生原因に応じて15年以内での均等償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 24 －

連結注記表



2017/05/25 23:04:40 / 16267209_株式会社図研_招集通知

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 7,926,664千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 23,267,169株 － － 23,267,169株

(2) 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 16,293株 422株 － 16,715株

普通株式の自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 配当に関する事項

決 議
株式の
種 類

配当金の総額
１株当た
り配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通
株式

232,508千円 10円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月７日
取締役会

普通
株式

232,508千円 10円 平成28年９月30日 平成28年12月２日

計 － 465,017千円 － － －

(4) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

①　配当の原資 利益剰余金

②　配当金の総額 232,504千円

③　１株当たり配当額 10円

④　基準日 平成29年３月31日

⑤　効力発生日 平成29年６月30日

－ 25 －
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考え、

元本割れの可能性が極めて低いと思われる金融商品で行っております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クについては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日及び残高を管理するとともに、

財務状況の悪化等による回収懸念債権の早期把握や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券については、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。当該リスクについては、定期的に時価や発行体の

財務状況等を把握することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含めておりません（（注）２を参照ください。）。

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1)現金及び預金 14,253,644千円 14,253,644千円 －

(2)受取手形及び売掛金 5,195,460千円 5,195,460千円 －

(3)有価証券及び投資有価証券 9,103,306千円 9,103,306千円 －

(4)買掛金 823,903千円 823,903千円 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。

(4)買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

－ 26 －

連結注記表
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 292,500千円

これらについては、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、上表には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１ 年 以 内
１ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
1 0年以内

1 0 年 超

現金及び預金 14,253,644千円 － － －

受取手形及び売掛金 5,195,460千円 － － －

合計 19,449,104千円 － － －

６．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,208円84銭

(2) １株当たり当期純利益 51円87銭

８．その他の注記

追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

－ 27 －

連結注記表
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貸　借　対　照　表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

関係会社長期営業債権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,076,649

9,387,538

101,209

2,358,465

6,700,000

38,994

248,064

242,866

△490

14,043,626

5,997,308

2,833,913

39,791

13,006

100,117

3,009,559

920

405,130

7,641,186

2,692,306

1,142,963

2,429,229

63,106

665,951

349,810

369,920

△72,102

流 動 負 債 2,172,798

買 掛 金 522,754

未 払 金 457,181

未 払 法 人 税 等 37,596

前 受 金 635,742

賞 与 引 当 金 316,395

役 員 賞 与 引 当 金 31,400

事業整理損失引当金 1,518

そ の 他 170,209

固 定 負 債 2,665,672

退 職 給 付 引 当 金 2,282,981

関係会社事業損失引当金 275,000

長 期 未 払 金 96,850

そ の 他 10,840

負 債 合 計 4,838,470

純 資 産 の 部

株 主 資 本 27,430,465

資 本 金 10,117,065

資 本 剰 余 金 8,657,753

資 本 準 備 金 8,657,753

利 益 剰 余 金 8,670,816

利 益 準 備 金 311,082

その他利益剰余金 8,359,733

別 途 積 立 金 6,825,000

繰越利益剰余金 1,534,733

自 己 株 式 △15,169

評価・換算差額等 851,340

その他有価証券評価差額金 851,340

純 資 産 合 計 28,281,805

資 産 合 計 33,120,275 負 債 純 資 産 合 計 33,120,275

－ 28 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,670,525

売 上 原 価 2,886,266

売 上 総 利 益 6,784,259

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,237,578

営 業 利 益 546,680

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,112

有 価 証 券 利 息 2,645

受 取 配 当 金 393,187

受 取 賃 貸 料 156,248

そ の 他 52,232 605,425

営 業 外 費 用

為 替 差 損 139,200

不 動 産 賃 貸 原 価 94,723

そ の 他 479 234,403

経 常 利 益 917,703

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,787

投 資 有 価 証 券 売 却 益 5,256

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額 27,000

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 22,979 57,022

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 2,029 2,029

税 引 前 当 期 純 利 益 972,695

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 52,035

法 人 税 等 調 整 額 △100,989

当 期 純 利 益 1,021,649

－ 29 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
（注）

利益剰余金合計

当 期 首 残 高 10,117,065 8,657,753 8,657,753 311,082 7,803,102 8,114,184 △14,678 26,874,324

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － － － △465,017 △465,017 － △465,017

当 期 純 利 益 － － － － 1,021,649 1,021,649 － 1,021,649

自己株式の取得 － － － － － － △491 △491

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － 556,631 556,631 △491 556,140

当 期 末 残 高 10,117,065 8,657,753 8,657,753 311,082 8,359,733 8,670,816 △15,169 27,430,465

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 533,667 533,667 27,407,992

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － － △465,017

当 期 純 利 益 － － 1,021,649

自己株式の取得 － － △491

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

317,672 317,672 317,672

当期変動額合計 317,672 317,672 873,813

当 期 末 残 高 851,340 851,340 28,281,805

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：千円）

別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金 その他利益剰余金合計

当 期 首 残 高 6,825,000 978,102 7,803,102

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △465,017 △465,017

当 期 純 利 益 － 1,021,649 1,021,649

当 期 変 動 額 合 計 － 556,631 556,631

当 期 末 残 高 6,825,000 1,534,733 8,359,733

－ 31 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

製品・仕掛品……………………個別法による原価法

原材料……………………………移動平均法による原価法

貯蔵品…………………………… 終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物……………………………３年～60年

車両運搬具及び工具、器具及び備品……２年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェアについては、市場販売目的のものは販売開始後の有効期間（３年以内）に

基づく定額法、自社利用目的のものは社内における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。

その他の無形固定資産については、定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

－ 32 －

個別注記表
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(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

③　役員賞与引当金……………………役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

④　事業整理損失引当金………………事業の整理・合理化に伴う損失に備えるため、支払見

込額に基づき計上しております。

⑤　退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生額について　

５年間の定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。

⑥　関係会社事業損失引当金…………関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状

態を勘案して所要額を計上しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが、連結計算書

類と異なっております。計算書類上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額

を退職給付引当金に計上しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生原因に応じて５年以内での均等償却を行っております。

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理…………………消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 33 －

個別注記表
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

従来より、不動産の賃貸料収入は「営業外収益」の「受取賃貸料」とし、対応する維持管理

費用は「営業外費用」の「不動産賃貸原価」に計上しておりましたが、連結子会社と当社で

共同利用している不動産にかかる当該費用につきましては、重要性の観点から一括して「販

売費及び一般管理費」に含めて計上しておりました。

当事業年度より、連結子会社の利用割合が増加したことから、当社の営業活動による成果を

適切に表示するため、当該連結子会社にかかる費用負担分を「販売費及び一般管理費」から

「営業外費用」の「不動産賃貸原価」に組替えております。

なお、前事業年度の「販売費及び一般管理費」に含まれる「不動産賃貸原価」は74,432千円

であります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,939,599千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 短期金銭債権 47,600千円

長期金銭債権 779,481千円

短期金銭債務 212,153千円

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社に対する売上高 784,748千円

(2) 関係会社からの仕入高 1,397,377千円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 519,819千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 16,715株

－ 34 －

個別注記表
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

①　流動の部

繰延税金資産

賞与引当金 97,449千円

前受収益 46,555千円

繰越欠損金額 45,687千円

未払金・未払費用 36,250千円

繰越外国税額 34,732千円

未払事業税 16,339千円

その他 6,364千円

繰延税金資産小計 283,379千円

評価性引当額 △20,502千円

繰延税金資産合計 262,877千円

繰延税金負債

その他 14,813千円

繰延税金資産の純額 248,064千円

②　固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 698,954千円

関係会社出資金 629,326千円

関係会社事業損失引当金 84,150千円

その他 113,719千円

繰延税金資産小計 1,526,151千円

評価性引当額 △798,930千円

繰延税金資産合計 727,221千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 375,374千円

その他 2,036千円

繰延税金負債合計 377,410千円

繰延税金資産の純額 349,810千円

－ 35 －

個別注記表



2017/05/25 23:04:40 / 16267209_株式会社図研_招集通知

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 30.8％

（調整）

評価性引当額 △28.3％

受取配当金益金不算入 △11.6％

交際費等 1.5％

その他 2.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.0％

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 ズケンLtd.
間接

100.0％

製品の販売及
び原材料の購
入、不動産の
賃貸、役員の
兼任等

製 品 の 販 売
（注１）

468,266千円
関係会社長期
営業債権

665,951千円

原材料の購入等
（注１）

219,888千円 買掛金 14,238千円

不動産の賃貸等
（注２）

22,227千円
投資その他の

資産
その他

49,875千円

子会社 図研テック㈱
直接

100.0％

製品の販売及
び原材料の購
入、不動産の
賃貸、技術者
の派遣等

製 品 の 販 売
（注２）

1,563千円 売掛金 1,404千円

原材料の購入等
（注２）

666,494千円 買掛金 134,256千円

不動産の賃貸等
（注２）

27,511千円 － －

技術者の派遣等
（注２）

279,644千円 未払金 25,836千円

（注）１．取引価格は、販売代理店契約に基づき決定しております。

２．取引価格は、一般的取引条件を勘案して決定しております。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,216円40銭

(2) １株当たり当期純利益 43円94銭

１０．その他の注記

追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 36 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月１日

株式会社　図　研

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 島 　 透 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 靖 仁 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社図研の平成28年４月１日か
ら平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　上

－ 37 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月１日

株式会社　図　研

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 島 　 透 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 靖 仁 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社図研の平成28年４月
１日から平成29年３月31日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　上

－ 38 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第41期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

（２）各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

－ 39 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成29年５月２日

株式会社　図　　研　　監査役会

監査役(常勤) 和　田　扶佐夫 

監 査 役 尾 崎 　 靖 

監 査 役 半 田 高 史 

（注）監査役 尾崎靖及び半田高史は、会社法第２条第16号及び第335条第３

項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 40 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議　　　案　剰余金の処分の件

当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営上の重要な政策と位置

づけており、業績や経営環境等を勘案しつつ、安定的な配当を行うこ

とを基本方針としております。第41期の期末配当につきましては、財

務状況や業績動向を勘案の上、安定配当の方針に基づき、次のとおり

といたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金10円

配当総額 232,504,540円

なお、これにより、中間配当金（１株につき10円）を含めまし

た年間の配当金は１株につき20円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月30日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

①　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　　　500,000,000円

②　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　　　500,000,000円

以　上

－ 41 －

剰余金処分議案
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メ　　モ

－ 42 －

メモ
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メ　　モ
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会場案内図

本社・中央研究所

横浜市都筑区荏田東二丁目25番１号

至
江
田
駅

フォルクス

葛ケ谷公園西
交差点

メンズ
プラザ
アオキ

株式会社 図研

本社・中央研究所
花工場

図研センター
南ビル

都筑消防署

中
村
交
差
点

至新横浜駅

至
あ

ざ
み

野
駅

至
日
吉
駅

都筑区
総合庁舎

オリンピック

港北東急S.C.

至
新
横
浜
駅

市
営
地
下

鉄

ホンダ

都筑ふれあいの丘駅

至中山駅

オーケー
ストア

みずほ銀行

トイザらス

Ｎ

御影橋

センター
南駅

サウス
ウッド

・横浜市営地下鉄　センター南駅下車　　　　徒歩15分

・横浜市営地下鉄　センター南駅下車　　　　市営バス　御影橋バス停前

・横浜市営地下鉄　都筑ふれあいの丘駅下車　徒歩10分

※　お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。

地図




